
平成27年9月14日（月）

午後7時～8時30分

春日住民センター

丹波市介護保険課

丹波市
新総合事業説明会
（訪問介護事業所向け）



◆総人口の推計

丹波市の現状 ～第６期介護保険事業計画から～
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◆被保険者の推計
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◆要介護認定者の推計
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◆介護保険事業費（給付費）の推移
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厚生労働省：介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン(案）より



１ 事業の目的・考え方

○ 総合事業は、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを
充実することで、地域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能と

することを目指すもの。

イ 多様な生活支援の充実

住民主体の多様なサービスを支援の対象とするとともに、ＮＰＯ、ボランティア等によるサービスの開発を進め
る。併せて、サービスにアクセスしやすい環境の整備も進めていく。

ロ 高齢者の社会参加と地域における支え合い体制づくり

高齢者の社会参加のニーズは高く、高齢者の地域の社会的な活動への参加は、活動を行う高齢者自身の
生きがいや介護予防等ともなるため、積極的な取組を推進する。

ハ 介護予防の推進

生活環境の調整や居場所と出番づくりなどの環境へのアプローチも含めた、バランスのとれたアプローチが
重要。そのため、リハビリ専門職等を活かした自立支援に資する取組を推進する。

ニ 市町村、住民等の関係者間における意識の共有と自立支援に向けたサービス等の展開

地域の関係者間で、自立支援・介護予防といった理念や、高齢者自らが介護予防に取り組むといった基本的
な考え方、地域づくりの方向性等を共有するとともに、多職種によるケアマネジメント支援を行う。

ホ 認知症施策の推進

ボランティア活動に参加する高齢者等に研修を実施するなど、認知症の人に対して適切な支援が行われるよ
うにするとともに、認知症サポーターの養成等により、認知症にやさしいまちづくりに積極的に取り組む。

へ 共生社会の推進

地域のニーズが要支援者等だけではなく、また、多様な人との関わりが高齢者の支援にも有効で、豊かな地
域づくりにつながっていくため、要支援者等以外の高齢者、障害者、児童等がともに集える環境づくりに心がけ
ることが重要。

（１） 総合事業の趣旨

（２） 背景・基本的考え方

8

8

第１ 総合事業に関する総則的な事項
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○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支援

事業へ移行（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、市町村、1号保険料、２号保険料）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して

高齢者を支援。高齢者は支え手側に回ることも。

【参考】総合事業と生活支援サービスの充実

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続

・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組

・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の
推進

・住民主体のサー
ビス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の
推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的なサービスの提供

（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用
しながら地域とのつながりを維持で
きる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに
対するサービスの
拡がりにより、在宅
生活の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な
単価の設定、単価が低い場合には

利用料も低減）
同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介
護

ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯
等の生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等の
生活支援サービス

既存の訪問介護事業所による身体介
護・生活援助の訪問介護

通所介
護

既存の通所介護事業所による機能訓練
等の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐ
ﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等
関与 する教室

介護予防・生活支援の充実

第１ 総合事業に関
する総則的な事項
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なぜ総合事業への移行が必要なのか？

①新たな担い手確保による支援・サービス
料の拡大

■新たな担い手が生活支援を提供
■高齢者も新たな担い手として期待される

②中重度者を支えるための前提

■生活支援の担い手の多様化で介護人材
は中重度者の身体介護へシフト

③総合事業で変わる専門職の役割

■リハ専門職は「一対多」の支援に変わる

介護職への中重度者対応研修、指導等に
専門職を活用
地域への指導も

専門職以外の地域の多様な主体
で地域の「支える仕組み」を作るこ

とが総合事業の本質
発想の転換が不可欠

背景に「ニーズの増大」と
「担い手の減少」がある



介護の人手不足の解消のために
新たな担い手の創出は不可欠

介護予防・日常生活支援総合事業への移行のためのポイン
ト解説/三菱UFJリサーチ＆コンサルティングより



介護予防のコンセプトの変換

介護予防・日常生活支援総合事業への移行のためのポイン
ト解説/三菱UFJリサーチ＆コンサルティングより



と が

介護予防
訪問介護

介護予防
通所介護

平成29年4月から
介護予防・日常生活支援
総合事業に移ります



新総合事業の対象者

①要支援認定を受けたもの
（※要支援１・２）

②基本チェックリスト該当者
（※事業対象者）



利

用

者

市
町
村
の
窓
口
に
相
談

要支援１
要支援２

○施設サービス
・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設

○居宅サービス
・訪問介護 ・訪問看護

・通所介護 ・短期入所 など
○地域密着型サービス

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・小規模多機能型居宅介護
・夜間対応型訪問介護

・認知症対応型共同生活介護 など

○一般介護予防事業
（※全ての高齢者が利用可）
・介護予防普及啓発事業

・地域介護予防活動支援事業
・地域リハビリテーション活動支援事業

など

要介護１

要介護５

～

○介護予防サービス
・介護予防訪問看護
・介護予防通所リハビリ

・介護予防居宅療養管理指導 など
○地域密着型介護予防サービス
・介護予防小規模多機能型居宅介護
・介護予防認知症対応型通所介護 な

ど

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス

予
防
給
付

介
護
給
付

【参考】介護サービスの利用の手続き

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

認
定
調
査

医
師
の
意
見
書

要
介
護
認
定

要
介
護
認
定
申
請

居
宅
サ
ー
ビ
ス
計
画

介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
計
画

介
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非該当

※明らかに要介護１以上
と判断できる場合

※介護予防訪問看護等
の利用が必要な場合

サービス
事業対象者

総
合
事
業

※明らかに介護予防・生活支援サービス事業の対象外と判断できる場合

(サービス
事業対象者)

※予防給付を利用

※事業のみ利用

第４ サービス
の利用の流れ

2
4
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基本チェックリスト
項目

①No1～20の20項目の内
10項目以上に該当

②No6～10の5項目の内
3項目以上に該当

③No11～12の2項目の
すべてに該当

④No13～15の3項目の内
2項目以上に該当

⑤No16に該当

⑥No18～20の3項目の内
いずれか1項目以上に該当

⑦No21～25の5項目の内
2項目状に該当



訪問看護、福祉用具等
※全国一律の人員基準、運営基準

介護予防給
付

介護予防・生活支援サービス事業対象者要 支 援 者

総合事業

要支援認定

一般介護予防事業（要支援者等も参加できる住民運営の通いの場の充実等。全ての高齢者が対象。）

一般高齢者等

地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施

【参考】総合事業の概要

○ 訪問介護・通所介護以外のサービス（訪問看護、福祉用具等）は、引き続き介護予防給付によるサービス提供を継続。

○ 地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメントに基づき、総合事業（介護予防・生活支援サービス事業及び一

般介護予防事業）のサービスと介護予防給付のサービス（要支援者のみ）を組み合わせる。

○ 介護予防・生活支援サービス事業によるサービスのみ利用する場合は、要介護認定等を省略して「介護予防・生活支援

サービス事業対象者」とし、迅速なサービス利用を可能に（基本チェックリストで判断）。

※ 第２号被保険者は、基本チェックリストではなく、要介護認定等申請を行う。

介護予防・生活支援サービス事業
①訪問型・通所型サービス

②その他の生活支援サービス（栄養改善を目的とした配食、定期的な安否確認・緊急時の対
応 等） ※事業内容は、市町村の裁量を拡大、柔軟な人員基準・運営基準

従 来 の 要 支 援 者
基本チェックリスト※で判断

第１ 総合事業に関
する総則的な事項

1
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丹波市新しい総合事業の訪問型サービス（案） 平成27年9月14日現在

訪問型サービスA
（緩和した基準によるサービス）

訪問型サービスB
（住民主体による支援）

1内容 家事支援等の日常生活支援・身体介護 買い物や掃除などの簡単な家事援助等

2対象者
要支援者・事業対象者 要支援者・事業対象者

3対象者の考え方

・訪問型サービスBにそぐわない方

※一定のモニタリングに基づき可能な限り住民主体の支援
に移行していく

住民ボランティアの対応で可能な方

4利用見込み数（開始初年度末） 8割（115人） 2割（30人）

5事業の実施方法 事業者指定 その他補助や助成

6ケアマネジメント
ケアプランを作成、モニタリングを実施
(ケアマネジメントA)

初回のケアマネジメントのみ
（ケアマネジメントC)

7市町村の負担方法
利用1回ごとの出来高払いまたは月ごとの包括払い
＊市は負担金として支払う

家賃、光熱水費、年定額等

8基準 国の示す基準（別紙）

9個別サービス計画 必要に応じて作成 任意

10単価等
1回あたり単位 （現行の8割程度）
要支援1・事業対象者 月8回限度
要支援2 月12回限度

支援主体が設定

11利用者負担 1割

12限度額管理の有無・方法
限度額管理の対象（事業対象者は目安）
国保連で管理

なし

13事業者への支払い方法 国保連経由で審査・支払 事業者に直接支払い

14想定されるサービス提供者
主に雇用されている労働者
（訪問介護員または一定の研修受講者）

ボランティア主体
（訪問介護員または一定の研修受講者）

15備考 今後ボランティアの育成が必要



訪問型サービスのイメージ

おお風呂に入るの
が不安。

要支援１の認定
を受けた独居の

利用者

掃除や調理がつら
くなってきた。

時々おしゃべりが
したい。

ヘルパーまたは民間事業所が提供する訪
問型サービスを利用して手伝ってもらいま

しょう。

ボランティアさんに来ても
らって話し相手になっても
らったり家事の一部を手
伝ってもらいましょう。

訪問型サービスA 訪問型サービスB

その他、多様なボラン
ティア活動、ご近所の

助け合い等
互助の仕組みを

地域と作っていきます。

可能な限り住民主体の支援に移行していく
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今後の予定 （Ｈ２７．９月時点）

平成27年度
9月 事業所説明会

・ アンケート実施
10～11月 アンケート結果送付
1～3月 総合事業サービス類型の決定

平成28年度
4月～6月 事業所説明会

・確定事項の説明
・サービス実施意向調査

１～3月 指定事業者登録のための手続き準備


